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本研究では，事故発生リスクに与える影響に焦点をあて，都市内高速道路における多車線区間と片側2

車線区間の別に，交通流状態が事故発生リスクに与える影響を分析した．具体的には，阪神高速道路ネッ

トワークを対象に，2006年1月1日から2008年12月31日の3年間の交通事故データと交通流観測データ，道

路構造データを用いて，車両感知器より観測された交通流率と交通密度の2指標を用いて交通流状態を自

由流，混合流，渋滞流に分類し交通流状態領域別ならびに多車線区間である環状線区間と片側2車線区間

の別に事故発生リスクを算定した．その結果，多車線区間の交通事故発生リスクが片側2車線区間のリス

クよりも高いことを示し，さらに交通流状態が交通事故発生リスクに与える影響が事故形態の違いにより

異なることなどを示した． 
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1. 背景 

 

交通事故発生件数は，近年減少傾向にあるものの，平

成22年で72万件を超える事故が発生しており1)，交通事

故の削減に向けた努力が求められている．そこで，有効

な交通事故対策を実施するためには，交通事故発生に影

響を与える事故要因を知ることが有用であることから，

これまでに交通事故要因に関する多数の分析がなされて

いる．代表的な交通事故要因としては，縦断勾配，曲線

半径や分合流部区間といった道路幾何構造要因，天候等

の環境要因，渋滞非渋滞といった交通流状態で表現され

る交通流要因，あるいはドライバー特性による人的要因

の4つが挙げられる．そして，これらの事故要因に関す

る研究成果を活用することで，様々な交通事故対策が実

施されてきた．しかしながら，雨天時の事故削減を目的

とする透水性舗装などの例外はあるものの，これまで，

道路幾何構造以外の要因に着目した交通事故対策が十分

には実施されていない． 

高速道路本線上の事故に関しては，交通密度の高い渋

滞流中において発生リスクが高いとの報告2)がされてお

り， 交通流要因が，事故発生に大きな影響を与えるこ

とが知られており，同要因に関する研究成果を活用した

有効な交通事故対策の実施が期待される．そこで，先行

研究3)では，高速道路片側2車線区間を対象に，交通流要

因，道路幾何構造要因と環境要因を考慮して，各種要因

が事故発生リスクに与える影響を分析した． 

対する本研究では，事故発生リスクに与える影響に焦

点をあて，交通流状態を自由流，混合流，渋滞流に分類

し，都市内高速道路を対象に交通流状態領域別，多車線

区間と片側 2車線区間の別に事故発生リスクを算定する．  

 

2. 既往研究 

 

交通流状態と事故発生リスクとの関係を調べた研究と

して，井上ら2) は，阪神高速道路を対象とした分析を行

い，2台以上が絡む車両相互の事故は渋滞時に発生しや

すく，単独事故は非渋滞時に発生しやすいこと，さらに

その合計では，渋滞時が非渋滞時に比べて交通事故が発

生しやすいとの知見を得ている．Shefer 
4) ，Sheferら5) は交

通流状態を示す指標として，交通流率（v）を交通容量

（c）で除した値（v/c）を用いた事故リスク分析手法を

提案し，事故の重大さと交通状況との関係を調べた．ま

た，Zhouら6) は，同指標値を用いた分析を通して，v/cの

増加に伴って重大事故発生リスクが低減する傾向にある

ことを示した．また，彦坂ら7) は，東名高速道路三ヶ日

I.C.~小牧I.C.を対象として，車両感知器による15分間交
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通流率を交通容量で除した値を指標に用いた分析を行い，

同指標値0.6付近で事故発生リスクが最小になるとの結

果を得ている．また，大口ら8) は，東名高速道路綾瀬バ

ス停付近を対象に，交通流を非拘束状態（自由流），臨

界状態，渋滞状態の3状態に分類し，各状態別の事故発

生リスクを評価した．その結果，臨界状態，すなわち高

密度な非渋滞交通流状態において事故発生リスクが高い

ことを示した．これらの研究を通して，交通流状態の差

異が事故発生リスクに影響を与えることが示されている． 

しかしながら，いずれの研究も交通流要因のみに着目

した分析に留まっており，前記の他の要因，道路構造要

因，環境要因および人的要因による影響について考慮さ

れていない．複数の交通事故要因を考慮した研究として，

Golob ら 
9)は，30秒単位の感知器データと事故データを

組み合わせ，路面状態（湿潤/乾燥），明るさ（昼間/夜

間）別に交通流状態と事故発生リスクとの関係を分析し，

同関係が事故形態によって異なることを示している．し

かしながら，同研究においては道路幾何構造要因に関し

て考慮されていない．一方，吉井ら3) は，交通流要因，

道路構造要因，環境要因の3要因を複合的に考慮し，こ

れらの要因が，追突，車両接触，および施設接触の事故

形態別の事故発生リスクに与える影響について，高速道

路片側2車線区間を対象とした分析を行い，事故形態別

に事故発生リスクに影響を及ぼす要因が異なることを示

した．同研究においては交通流要因として，平均速度を

考えている．以上のように交通流状態と事故発生リスク

の関係については，自由流/渋滞流あるいは平均速度別

の分析がなされているものの，Q-K関係など2次元の状

態量を用いて交通流状態を捉えた上での分析は行われて

いない． 

そこで， 本研究では一定の道路区間と時間帯別に2次

元の状態量で規定する交通流状態に焦点を当て， 車両

感知器より観測された交通流率と交通密度の2量を用い

て規定される交通流状態が事故発生リスクに与える影響

を，事故形態別および多車線区間である環状線区間と片

側2車線区間の別に分析する．  

 

3. 分析概要 

 

(1) 事故形態 

 本研究では，阪神高速道路（株）が定める事故形態の

中から事故件数の多いものを取り上げ，以下の事故形態

別に事故発生リスク要因分析を行う．なお，追突事故は，

前車の後方部車両接触を，車両接触事故は車両側面接触

をそれぞれ示す． 

1) 追突事故 

2) 車両接触事故 

3) 施設接触事故 

(2) 分析対象ネットワーク 

本研究における分析対象ネットワークは，2号淀川左

岸線，8号京都線,山北下渡り,山北上渡り,北上山渡りを

除く阪神高速道路ネットワークである(図1)．なお，総

延長は235.6kmである．本研究においては，車線数の違

いに着目した分析を行うため，多車線区間である環状線

区間とその他の片側2車線区間に二分する．このため，

環状線区間以外の3車線以上の道路区間については分析

から除外する．除外した道路区間は，表1に示す通りで

ある． 

 

 

図1 分析対象ネットワーク（総延長: 235.6 km） 

出典）wikipedia：http://ja.wikipedia.org/wiki/ 

 

表1 分析から除いた道路区間 

路線名 道路区間（KP）
11号池田線下り 0～0.5
11号池田線上り 0～0.8
13号東大阪線下り 0.6～0.8
13号東大阪線上り 0.4～0.7
16号大阪港線下り 0.2～0.9
16号大阪港線上り 0.3～0.9
3号神戸線下り 4.2～11.7
3号神戸線上り 4.2～11.7，16.8～17.1
4号湾岸線下り 0.0～4.7
4号湾岸線上り 0.0～4.7
5号湾岸線下り 3.7～22.2
5号湾岸線上り 3.7～23.0
千日前線 0～0.9
丼池線西行き 0.3～0.9
丼池線東行き 0.3～1.0  

 

(3) 分析に使用したデータ 

分析に使用したデータは，2006年1月1日から2008年12

月31日の3年間の交通事故データ，交通流観測データ，

道路構造データである． 
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a) 交通事故データ 

交通事故データからは，発生した各事故の事故形態，

発生路線・キロポスト，発生日時などの情報が獲得され

る．本分析では，発生日時，発生路線・キロポスト，事

故形態の項目を利用した．表2にデータの一部を示す．

なお，分析対象期間中，分析対象ネットワーク内におい

て発生した事故形態別の事故件数は，追突事故6,722件，

車両接触事故3,336件，施設接触事故4,273件であった．  

b) 交通流観測データ 

交通流観測データは，分析対象ネットワーク内の約

500m間隔に設置された車両感知器による5分間集計値デ

ータを用いる．データ項目は，交通量，高車交通量，時

間オキュパンシー，平均速度である．表3にデータの一

部を示す．なお，阪神高速道路（株）では，車高2.3ｍ

以上の車両の交通量を高車交通量と定めている．加えて，

分析に用いた感知器の数は，環状線区間68個，片側2車

線区間753個の計821個である．  

c) 道路構造データ 

道路構造データからは，100m単位の各キロポストに

対応する道路区間毎に区間番号，車線数などの情報を獲

得することができる．本分析では，路線番号，系統番号，

区間番号，キロポスト，車線数の項目を利用した．表4

にデータの一部を示す．  

 

表2 交通事故データ 

発生日時 路線番号 系統番号 KP 事故形態
2006/1/1 10:45 4 3 3.2 追突
2006/1/2 12:40 4 3 3.9 車両接触

… … … … …  

 

表3 交通流観測データ 

日時 検知器番号
交通量

(台/5分)
占有率

(%)
平均速度
(km/h)

2006/1/1 0:00 1 26 2 77
2006/1/1 0:05 1 24 1 80

… … … … …  

 

表4 道路構造データ 

路線番号 系統番号 区間番号 KP 車線数
4 3 33 0.2 3
4 3 33 0.3 4
4 3 33 0.4 4
4 3 33 0.5 4

… … … … …  

 

4. 交通流状態 

 

(1) 交通流状態分析 

交通流観測データによる，1 車線当たりの交通流率

Q[台/h]と 1車線当たりの交通密度 K[台/km]とを用いて，

環状線区間，片側 2車線区間の車線数別に交通流状態の

出現状況を分析する．なお，交通密度 K[台/km]について

は，1 車線当たりの交通流率 Q[台/h]を空間平均速度

V[km/h]で除して算出する．交通流率については，300 台

/h毎，交通密度については，1車線当たりの交通密度 10

台/km 毎に区分し，計 80 の交通流状態領域別に出現頻

度ここでは各交通流状態領域別の車両走行台 km を集計

した．環状線区間ならびに片側 2車線区間の交通流状態

領域別の総走行台キロを図 2，図 3 にそれぞれ示す．な

お，同図では，総走行台キロが大きい領域ほど濃い網掛

けの色を表示する．各領域の総走行台キロをみると，環

状線区間については概ね 1000万台 km以上，片側 2車線

区間については概ね 1億台 km以上まで広く分布してい

る．本研究においては，3 つの領域を定め，自由流領域

（図 2，3 中 A），混合流領域（図 2，3 中 B），渋滞流

領域（図 2，3中 C）と命名する．自由流領域 Aは 1車

線当たりの交通密度 30 台/km 以下で，平均速度が約時

速 60 ㎞程度である交通流状態とする．この領域におい

ては，総走行台キロが大きな値を示している． 
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図2 交通流状態領域別の総走行台キロ 

（環状線区間） 
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図3 交通流状態領域別の総走行台キロ 

（片側2車線区間） 
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渋滞流領域Cは図中(30,1800)から傾き-20km/hとした直線

付近の交通流状態とする．さらに領域AとCの間の領

域を混合流領域Bと命名する．混合流領域，渋滞流領

域は，自由流領域よりも小さな総走行台キロ値を示して

いる． 

 

(2) 混合流領域 

上記で述べた混合流の出現状況としては，以下の 2つ

が考えられる．1 つは交通流状態の時間的偏りによって

出現 するもの（以下，「時間混合流」），もう一つは

交通流状態の空間的偏りによって出現するもの（以下，

「空間混合流」）である．両者の出現状況を把握するた

め，混合流出現時における環状線区間ならびに片側 2車

線区間の車両感知器の 5分間平均速度の時間変動を調べ

る．  

a) 時間混合流 

混合流は，時間的に交通流状態が変化している場合

に出現すると想定される．そこで，図4に，混合流出現

時における 11号池田線上り 5.4kp～9.7kp区間の各車両感

知器の 5分間平均速度時間変動図を示す．図中の枠で囲

った時間帯は，混合流領域の交通流状態を示している．

また，数値は，車線ごとの感知器による 5分間平均速度

を示す．全体として，shockwave が上流に伝搬している

状況が見て取れることから，渋滞の延伸時，すなわち交

通流が自由流から渋滞流に遷移する状況下で混合流が発

生していることが確認できる．このように，交通流状態

が自由流から渋滞流へ，あるいはその逆に渋滞流から自

由流へと遷移する状況下では，集計時間内（ここでは 5

分間）に自由流状態と渋滞流状態が混在することになり，

混合流領域の交通流状態が出現すると考えられる．以下，

このような状況で出現する混合流を時間混合流と呼ぶ．

なお，例えば区間 248における感知器 1,2の時間帯 16：

25の 5分間平均速度は，それぞれ 44km/h ,46km/h（区間

平均速度 44km/h）を示しており，車線ごとの平均速度

に大きな差を認めることはできない． 

b) 空間混合流 

一方で，混合流は，車線毎に交通状況が異なる状況下

においても出現すると想定される．そこで，図 5 に，1

号環状線 0.8kp～2.3kp 区間の各車両感知器の 5 分間平均

速度時間変動図を示す．先の時間混合流の例と異なり，

明確な shockwave は認められない．一方で，例えば区間

4において，時間帯 11：00～11：25に混合流領域が出現

しており，感知器間に大きな速度差が存在していること

が見て取れる．例えば，時間帯 11：10 では，感知器 1

の 5分間平均速度が 38km/h，感知器 2が 26km/hと渋滞

流であるのに対して，感知器 3の平均速度は 57km/h，感

知器 4 が 66km/h と自由流を示しており，車線間に交通

流状態の差異を認めることができる．このことから，混

合流は，自由流の車線と，渋滞流の車線が混在している

状況下で出現すると考えられる．以下，このような状況

で出現する混合流を空間混合流と呼ぶ．ここで，多車線

の環状線区間では，2 車線区間と比して，この現象が発

生しやすいと考えられることから，以下，この二つの混

合流の違いに焦点をあて，環状線区間と片側 2車線区間

の別に，交通流状態が追突，車両接触，および施設接触

の事故形態別の事故発生リスクに与える影響を分析する． 

 
60km/h以上

30km/h～59km/h

29km/h以下

出入り口 上名神出口 上名神入口

区間

　　　　　 感知器
時間

1 2 1 2 1 2

2006/4/2 15:40 113 117 80 76 63 60

2006/4/2 15:45 89 120 75 70 61 57

2006/4/2 15:50 120 114 80 77 33 41

2006/4/2 15:55 118 115 75 75 34 32

2006/4/2 16:00 113 114 79 72 32 36

2006/4/2 16:05 110 95 77 67 25 39

2006/4/2 16:10 114 120 27 51 26 33

2006/4/2 16:15 115 101 42 57 30 38

2006/4/2 16:20 102 104 23 44 35 41

2006/4/2 16:25 44 46 19 25 39 40

2006/4/2 16:30 33 49 16 17 21 25

2006/4/2 16:35 35 30 18 29 28 25

2006/4/2 16:40 29 24 12 11 29 30

248 247 246

 
図4 平均速度の時空間変動（11号池田線上り） 

60km/h以上

30km/h～59km/h

29km/h以下

出入り口 信濃橋出口 信濃橋入口

区間

    　　　　感知器
時間

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

2006/3/7 10:50 37 43 50 54 10 13 19 19 35 24 39 54

2006/3/7 10:55 29 25 34 41 18 19 24 16 43 38 50 53

2006/3/7 11:00 39 49 53 54 20 18 38 32 25 21 46 51

2006/3/7 11:05 35 47 56 60 17 21 42 50 34 26 47 57

2006/3/7 11:10 38 43 53 58 38 26 57 66 34 26 47 63

2006/3/7 11:15 40 51 56 58 42 31 52 55 37 24 44 57

2006/3/7 11:20 43 47 58 65 22 14 26 49 25 21 41 65

2006/3/7 11:25 31 41 51 61 15 19 22 19 41 36 52 62

2006/3/7 11:30 34 48 52 55 20 19 16 11 37 29 49 59

3 4 5

  

図5 平均速度の時空間変動（1号環状線） 

 

5. 事故発生リスク要因分析 

 

以下では，交通流状態が事故発生リスクに与える影響

を多車線である環状線区間と片側2車線区間の別にそれ

ぞれ分析する． 

(1) 事故発生リスク 

 本研究においては，既往研究 3)他に習い，交通流状態

領域カテゴリー別に 

810
i

i

i
L

N
R            (1) 

R
 i        

：交通流状態領域区分iの事故発生リスク[件/億台km] 

Ni ：交通流状態領域区分iで発生した事故件数[件]  

Li  ：交通流状態領域区分iで走行した総走行台キロ[台km] 

にて算定する． 
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(2) 車線数別事故発生リスク 

車線数の別，すなわち環状線区間と片側2車線区間の

別に事故形態別の事故発生リスクを算定した結果を表5，

図6に示す．全線合計の事故形態別事故発生リスクでは，

57[件/億台km]と追突事故の事故発生リスクが高い値を示

した．また，車線数別の事故発生リスクについては，事

故形態にかかわらず，多車線の環状線区間における事故

発生リスクが片側2車線区間によるリスクよりも大きい

との結果を得た． 

 

表5 車線数別の事故発生リスク 

環状線 片側2車 合計

追突 976 5,746 6,722

車両接触 953 2,383 3,336

施設接触 368 3,905 4,273

792 11,042 11,834

追突 123 52 57

車両接触 120 22 28

施設接触 46 35 36

事故件数[件]

事故発生リスク
[件/億台km]

走行台キロ[百万台km]

車線数
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図6 車線数別の事故発生リスク 

 

 (3) 交通流状態領域別事故発生リスク 

以下では，事故形態別に環状線区間，片側 2車線区間

の自由流領域，混合流領域および渋滞流領域の交通流状

態領域別に事故発生リスクを算定した結果を示す． 

a) 追突事故 

環状線区間，片側 2車線区間の別に交通流状態領域別

の追突事故発生リスクを算定した結果を，図 7，図 8 に

それぞれ示す．結果より，環状線区間については混合流

領域において事故発生リスクが大きくなるとの結果が示

された．片側 2車線区間については，渋滞流領域におい

て高い事故発生リスクを示した． 

 

表6 交通流状態領域別追突事故発生リスク 

環状線 片側2車 環状線 片側2車 環状線 片側2車
自由流領域 204 2,237 36 22 560 9,947
混合流領域 555 2,233 387 280 144 797
渋滞流領域 217 1,276 245 428 89 298

交通流領域
追突事故件数

[件]
追突事故発生リスク

[件/億台km]
車両走行台キロ

[百万台km]
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図7 交通流状態領域別追突事故発生リスク 

（環状線区間） 
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図8 交通流状態領域別追突事故発生リスク 

（片側2車線区間） 

 

b) 車両接触事故 

環状線区間，片側 2車線区間の別に交通流状態領域別

の車両接触事故発生リスクを算定した結果を，それぞれ

図 9，図 10 に示す．結果に示すように，環状線区間に

ついては混合流領域において事故発生リスクが大きくな

るとの結果が示された．一方，片側 2車線区間について

は，渋滞流領域において高い事故発生リスクを示した． 

 

表7 交通流状態領域別車両接触事故発生リスク 

環状線 片側2車 環状線 片側2車 環状線 片側2車
自由流領域 461 1,648 82 17 560 9,947
混合流領域 355 460 247 58 144 797
渋滞流領域 137 275 155 92 89 298

交通流領域
車両接触事故件数

[件]
車両接触事故発生リスク

[件/億台km]
車両走行台キロ

[百万台km]
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図9 交通流状態領域別車両接触事故発生リスク 

（環状線区間） 
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図10 交通流状態領域別車両接触事故発生リスク 

（片側2車線区間） 

 

c) 施設接触事故 

環状線区間，片側 2車線区間の別に交通流状態領域別

の施設接触事故発生リスクを算定した結果を，それぞれ

図 11，図 12 に示す．結果に示すように，環状線区間に

ついては自由流領域ならびに混合流領域において事故発

生リスクが大きくなるとの結果が示された．片側 2車線

区間については，混合流領域において高い事故発生リス

クを示した． 

  

表8 交通流状態領域別施設接触事故発生リスク 

環状線 片側2車 環状線 片側2車 環状線 片側2車
自由流領域 294 3,363 53 34 560 9,947
混合流領域 63 459 44 58 144 797
渋滞流領域 11 83 12 28 89 298

交通流領域
施設接触事故件数

[件]
施設接触事故発生リスク

[件/億台km]
車両走行台キロ

[百万台km]
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図11 交通流状態領域別施設接触事故発生リスク 

（環状線区間） 
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図12 交通流状態領域別施設接触事故発生リスク 

（片側2車線区間） 

 

6. おわりに 

 

本研究では，自由流，渋滞流の 2相に加え，時間的・

空間的に両交通流状態が混在することで出現する混合流

からなる交通流状態領域を考慮して，交通流状態領域別

ならびに多車線区間である環状線区間と片側 2車線区間

の別に事故発生リスクを算定した． 

結果，事故形態の違いによって交通流状態領域別の事

故発生リスクの傾向が異なることを示した．また，環状

線区間においては，事故形態の違いに関わらず混合流領

域において高い事故発生リスク値を示した．このことか

ら，多車線区間では自由流状態，渋滞流状態よりも，こ

れらの状態が混在する混合流状態において，事故発生リ

スクが高まる可能性が示された．加えて環状線区間にお

いては，追突事故ならびに車両接触事故の事故発生リス

クが片側 2車線区間よりも極めて大きくなるとの結果が

得られた． 

今後は，道路幾何構造要因ならびに環境要因を複合的

に取り扱った分析，Q-K平面上での交通流状態の時間遷

移と事故発生リスクとの関係分析を行う． 
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